
Ｊ Ｒ 四 国 労 組 ニ ュ ー ス
２０２３年５月１０日（Ｎｏ２５／１） 発行責任者／大谷 清  編集責任者／石川 敏也 

経営協議会開催 

２０２2 年度期末決算概況発表 
◆行動制限の緩和等により需要の回復傾向は継続も物価高等の影響を受ける 

◆営業収益、営業損益は前々年、前年に次ぐ過去３番目に低い結果に 

◆連結は５期ぶりの経常黒字、単体は赤字計上も過去最低の２０２０年度より２期連続の改善 

ＪＲ四国労組は、４月２６日に開催された経営協議会において、「２０２２年度

期末決算概況」について会社より説明を受けた。（詳細は別紙参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｊ Ｒ 四 国 労 組 ニ ュ ー ス
２０２３年５月１０日（Ｎｏ２５／２終）発行責任者／大谷 清  編集責任者／石川 敏也 

［連結決算概況］ 

2022年度は、新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」という。）の影響により、

極めて厳しい経営環境が継続するなか、2031年度の経営自立に向け、長期経営ビジョン

2030及び中期経営計画2025の２年目として、持続可能な経営体質の構築を目指し「収益

のリカバリー」「構造改革に向けた取組み」「非鉄道事業における最大限の収益拡大」を

重点実施項目として経営基盤強化につながる施策を推進した。具体的には、当社初となる

グリーン個室を備えた観光列車の２代目「伊予灘ものがたり」の運行開始や「四国アフタ

ーデスティネーションキャンペーン」の展開、チケットアプリ「しこくスマートえきちゃ

ん」の先行稼働、四国外初出店となる「ＪＲクレメントイン姫路」の運営開始、全国旅行

支援等を活用した旅行需要回復に向けた取組みなど収益拡大に傾注した。経費面では、厳

しい収入環境に対応すべく、輸送需要に応じた減車や一時帰休の実施、広告宣伝費等の抑

制を行うとともに、引き続き、経費構造の改善によるコスト削減に取り組んだ。感染症に

よる影響が大きい運輸業、ホテル業、物品販売業では行動制限の緩和などにより、営業収

益は回復基調で推移した一方で、資源価格高騰の影響などから営業費は増加した。結果、

公表開始以来、感染症の影響下で前々年、前年に次ぐ過去３番目に低い営業収益、営業損

益となった。 

営業外損益の経営安定基金については、前年度、株式市場の好調時に評価益を実現した

反動から減少となったが、本年度も国からの支援策である機構への貸付制度活用のための

資産現金化を進め、それに伴う売却益を積み上げるなどした結果、経常利益は38百万円の

黒字となった。 

2023年度は、経済活動の正常化の動きが継続する一方で、資源価格の高騰など、経営環

境は不透明な状況が続くと想定される。このような中にあっても、中期経営計画2025の折

り返しとして、コロナを克服し、2025年度の目標達成に向けて反転攻勢を図る年度と位置

付け、「鉄道事業における収益拡大施策の推進」「構造改革の加速」「非鉄道事業におけ

る最大限の収益拡大」を重点実施項目として各種施策にグループ一体となって取り組んで

いく。 

［単体決算概況］ 

◆営業利益  ２４０億円（対前年５６億円の増加） 

行動制限の緩和などから増加。鉄道運輸収入は感染症影響前の８割程度。 

◆営業利益 ▲１８４億円（対前年１８億円の改善） 

営業費は、資源価格高騰の影響などから、全体で３８億円増加。 

◆経常利益  ▲１５億円（対前年度１７億円の改善） 

  基金運用益が前年度、株式市場の好調時に評価益を実現した反動から２０億円減少し

たが、子会社関係引当金繰入の減少などにより、その他営業外損益が改善し、営業外損

益全体は前年並み。 

◆当期純利益  ▲６億円（対前年度４０億円の改善） 

特別損益は、工場汚染土壌処理費用の引当金繰入、災害受取保険金の減少などにより

２０億円改善し、法人税等を加味した当期純損失は６億円。 

以上 
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（単位：千人、百万人キロ、百万円、単位未満切捨）

期 末 期 末 期 末
Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ Ｃ Ｂ／Ｃ

　定　　期　　外 9,310 12,541 3,230 134.7 16,550 75.8

　定 　　　　　期 24,985 25,249 264 101.1 28,320 89.2

　　　通 　　　勤 9,869 9,994 124 101.3 11,246 88.9

　　　通 　　　学 15,116 15,255 139 100.9 17,074 89.3

（千人）
計

34,296 37,790 3,494 110.2 44,871 84.2

　定　　期　　外 399 590 190 147.6 791 74.6

　定 　　　　　期 520 528 7 101.4 590 89.5

　　　通 　　　勤 231 234 2 101.1 261 89.7

　　　通 　　　学 288 293 4 101.6 328 89.3

（百万人キロ）
計

920 1,118 197 121.5 1,382 80.9

9,335 13,831 4,496 148.2 18,074 76.5

3,878 3,928 50 101.3 4,388 89.5

2,244 2,255 10 100.5 2,504 90.1

1,633 1,673 39 102.4 1,884 88.8

0 0 △ 0 56.5 1 20.4

13,214 17,760 4,546 134.4 22,464 79.1

増減額 前年比
2 0 1 9年度

2019年度比

鉄道輸送量及び鉄道運輸収入の対前年比較

2 0 2 2年度

鉄道運輸収入の推移

定    期    外

定           期
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（百万円）
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輸
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輸
送
人
キ
ロ

鉄
道
運
輸
収
入
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2 0 2 1年度
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( )

( )

( )

( )

( )

区間別平均通過人員（輸送密度）

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

（注） １　平均通過人員（輸送密度）とは、営業キロ１ｋｍ当たりの１日平均旅客輸送人員をいいます。
　　平均通過人員 ＝ 旅客輸送人キロ ÷ 営業キロ ÷ 営業日数
２　JR四国全線が利用できるフリータイプのきっぷについては、利用実態にかかわらず、発売実績に応じて全線（一部の線区を除く）で輸送人員及び
　輸送人キロを計上しております。
　　なお、予土線（北宇和島～若井）は、四国内のフリータイプのきっぷによる輸送人員（輸送人キロ）の影響を除いた場合、平均通過人員（2022年
　度）は、137人（対前年比率103.1%）となります。

　〈凡　例〉 平均通過人員 (営業ｷﾛ割合)

1,000人未満 23%

1,000～2,000 1%

2,000～4,000 49%

4,000～10,000 20%

10,000人以上 6%

平均通過人員 平均通過人員
営業ｷﾛ 対前年 前年比 営業ｷﾛ 対前年 前年比

（人/日） 増減 （%)

本四備讃線 宇多津 児島 18.1 17,980 5,388 142.8 土讃線 多度津 琴平 11.3 4,556 822 122.0

琴平

（km） （人/日） 増減 （%) （km）

高知 115.3 2,259 575 134.1

多度津 観音寺 23.8 7,207 1,511 126.5 高知 須崎 42.1 3,188 315 111.0

予讃線 高松 多度津 32.7 19,605 3,288 120.1

観音寺 今治 88.4 4,411 1,035 130.7 須崎

8.5 1,701 143 109.2

今治 松山 49.5 5,549 882 118.9 徳島線 佐古

窪川 30.0 898 112 114.3

佃 67.5 2,270 115 105.3

阿南 24.5 3,793 218 106.1

松山 宇和島 91.6 2,195

（海線） 向井原 伊予大洲 41.0 307 33 112.0 牟岐線 徳島

268 113.9 鳴門線 池谷 鳴門

阿波海南 10.1 168 22 115.4

内子線 内子 新谷 5.3 2,580 332 114.7 阿南

JR 四 国 全 線 853.7 3,589 635 121.5

引田 徳島 29.4 3,003 410 115.8 予土線 北宇和島

お客様のご利用状況　（２０２２年度）

線名 区間 線名 区間

若井 76.3 220 25 112.7

牟岐 43.2 437 14 103.4

高徳線 高松 引田 45.1 3,880 374 110.7 牟岐

本四備讃線児島

池谷
鳴門

徳島

今治

阿南

松山

伊予大洲

北宇和島

中村

窪川

須崎

高知

予讃線

高松

佐古

阿波海南

甲浦

宇多津
多度津

琴平

佃

若井

宿毛

宇和島

観音寺

内子

八幡浜
後免

奈半利

予土線

徳島線

牟岐線

高徳線

鳴門線

内子線

向井原

土佐くろしお鉄道

阿佐海岸鉄道

土讃線

新谷

引田

牟岐

阿波池田

土佐くろしお鉄道

対前年(2021年度)比較
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( )

( )

( )

( )

( )

区間別平均通過人員（輸送密度）

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

（注） １　平均通過人員（輸送密度）とは、営業キロ１ｋｍ当たりの１日平均旅客輸送人員をいいます。
　　平均通過人員 ＝ 旅客輸送人キロ ÷ 営業キロ ÷ 営業日数
２　JR四国全線が利用できるフリータイプのきっぷについては、利用実態にかかわらず、発売実績に応じて全線（一部の線区を除く）で輸送人員及び
　輸送人キロを計上しております。
　　なお、予土線（北宇和島～若井）は、四国内のフリータイプのきっぷによる輸送人員（輸送人キロ）の影響を除いた場合、平均通過人員（2022年
　度）は、137人（対2019年度比率77.1%）となります。
※　牟岐線・阿波海南～海部間は、2020年10月31日で廃止となり、廃止前の営業キロは牟岐～阿波海南間で11.6kmとなります。

お客様のご利用状況　（２０２２年度）

線名 区間 線名 区間

若井 76.3 220 △ 81 72.9

牟岐 43.2 437 △ 168 72.3

高徳線 高松 引田 45.1 3,880 △ 836 82.3 ※ 牟岐

JR 四 国 全 線 853.7 3,589 △ 826 81.3

引田 徳島 29.4 3,003 △ 630 82.7 予土線 北宇和島

阿波海南 10.1 168 △ 18 90.1

内子線 内子 新谷 5.3 2,580 △ 718 78.2 阿南

阿南 24.5 3,793 △ 957 79.9

松山 宇和島 91.6 2,195

（海線） 向井原 伊予大洲 41.0 307 △ 58 84.2 牟岐線 徳島

△ 574 79.3 鳴門線 池谷 鳴門

窪川 30.0 898 △ 210 81.1

佃 67.5 2,270 △ 553 80.4

8.5 1,701 △ 225 88.3

今治 松山 49.5 5,549 △ 1,258 81.5 徳島線 佐古

観音寺 今治 88.4 4,411 △ 1,103 80.0 須崎

2,259 △ 398 85.0

多度津 観音寺 23.8 7,207 △ 1,742 80.5 高知 須崎 42.1 3,188 △ 546 85.4

予讃線 高松 多度津 32.7 19,605 △ 4,409 81.6 琴平

（km） （人/日） 増減 （%) （km）

高知 115.3

（人/日） 増減 （%)

本四備讃線 宇多津 児島 18.1 17,980 △ 5,037 78.1 土讃線 多度津 琴平 11.3 4,556 △ 766 85.6

平均通過人員 平均通過人員
営業ｷﾛ 対2019 2019比 営業ｷﾛ 対2019 2019比

4,000～10,000 20%

10,000人以上 6%

1,000～2,000 1%

2,000～4,000 49%

　〈凡　例〉 平均通過人員 (営業ｷﾛ割合)

1,000人未満 23%

本四備讃線児島

池谷
鳴門

徳島

今治

阿南

松山

伊予大洲

北宇和島

中村

窪川

須崎

高知

予讃線

高松

佐古

阿波海南

甲浦

宇多津
多度津

琴平

佃

若井

宿毛

宇和島

観音寺

内子

八幡浜
後免

奈半利

予土線

徳島線

牟岐線

高徳線

鳴門線

内子線

向井原

土佐くろしお鉄道

阿佐海岸鉄道

土讃線

新谷

引田

牟岐

阿波池田

土佐くろしお鉄道

対2019年度比較



（旅客自動車運送事業） （小売業等）

ジェイアール四国バス㈱ 四国キヨスク㈱

ＪＲ四国ステーション開発㈱ ※1

（貨物自動車運送事業） ㈱ステーションクリエイト愛媛 ※1

四鉄運輸㈱ ㈱ステーションクリエイト高知 ※1

（製造販売業）

㈱めりけんや

（ホテル業）

㈱ＪＲ四国ホテルズ

（不動産賃貸業） （鉄道車両整備業）

ＪＲ徳島駅ビル開発㈱ 四国鉄道機械㈱

㈱ジェイアール四国メンテナンス

（不動産分譲業）

ＪＲ四国不動産開発㈱ ※2 （広告業）

㈱ジェイアール四国企画

（ソフトウェア業）

（建築工事業） ㈱ジェイアール四国コミュニケーションウェア

四国開発建設㈱

（情報処理サービス業）

（電気工事業） ＪＲ四国情報システム㈱

四国電設工業㈱

（福利厚生施設等運営業）

（塗装業） 四鉄サービス㈱

本四塗装工業㈱

（レンタカー業）

㈱駅レンタカー四国

連結決算対象会社数

(注)  四国旅客鉄道(株)は、運輸業、物品販売業、ホテル業、不動産業、その他事業を

　　営んでいます。

※1  ㈱ステーションクリエイト東四国は、2022年10月1日に ㈱ステーションクリエイト愛媛、

  　 ㈱ステーションクリエイト高知を吸収合併し、ＪＲ四国ステーション開発㈱に

  　 商号変更しました。

※2  よんてつ不動産㈱は、2022年11月１日にＪＲ四国不動産開発㈱に商号変更しました。

計 21社

連結対象会社一覧表

四 国 旅 客 鉄 道 ㈱

親　会　社 1社

子　会　社 20社

運　　輸　　業　　　2社 物　品　販　売　業　　　5社

ホ　テ　ル　業　　　1社

不　動　産　業　　　2社 そ　の　他　事　業　　　7社

建　　設　　業　　　3社
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